
 
処遇改善計画書 記入要領 

令和４年度に処遇改善加算・特定処遇改善加算を既に取得済みであり、 

令和４年 10 月から新たに取得する加算がベースアップ等支援加算のみである事業所用 

 

 

 

１．作成の流れ 

・基本情報入力シート ⇒ 様式２－４ ⇒ 様式２－１の順に作成をお願いします。  

・記入例には「作成のポイント」を記載しているので、ご参照ください。 

※ 様式２―２と様式２－３は、令和４年度に処遇改善加算・特定処遇改善加算を既に取得済み

である場合、作成不要です。 

 

２．基本情報入力シートについて【提出不要】  

・事業所ごとの障害福祉サービス等事業所番号や所在地等の基本情報が、様式２－１と２－４に

転記されます。  

・事業所毎の１月当たりの障害福祉サービス等報酬総額と１月当たりの処遇改善加算等の総額を

もとに、令和４年度におけるベースアップ等加算の見込額が自動で計算されます。 

 

３．様式２－４(福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画書(施設・事業所別個表))について 

【要提出】 

・ベースアップ等加算について、事業所毎の情報を入力します。  

・事業所ごとに、算定する処遇改善加算の区分、新規・継続の別、算定対象月、福祉・介護職員

及びその他の職員ごとの賃金改善見込額、当該見込額のうちベースアップ等による賃金改善の

見込額を入力します。 

 

４．様式２－１(障害福祉サービス等処遇改善計画書)について【要提出】  

・賃金改善計画やベースアップ等による賃金改善等の具体的な内容を入力します。  

・【本計画書で提出する加算】の欄において、処遇加算と特定処遇改善加算については「×」を、

ベースアップ等支援加算については「○」を選択してください。これにより、記入不要である

セルが灰色になります。 

 

５．その他 

・本計画書の記載内容を証明する資料は、各事業所において適切に保管いただくとともに、指定

権者からの求めがあった場合には速やかに提出してください。  

・処遇改善計画書及び実績報告書の作成にあたり、押印の必要はありません。 

  



 

  

処遇改善計画書（処遇改善計画書、特定処遇改善計画書、ベースアップ等支援計画書）作成用　基本情報入力シート

【注意】本シートは様式作成用のため、提出は不要です。

●次の情報を本シートの黄色セルに入力することで、各様式に自動的に転記されます。

・提出先に関する情報

・基本情報

・加算対象事業所に関する情報

１　提出先に関する情報

処遇改善加算・特定加算・ベースアップ等加算の届出に係る提出先（指定権者）の名称を入力してください。

加算提出先

２　基本情報

⇒下表に必要事項を入力してください。記入内容が別紙様式に反映されます。

法人名

法人住所 7 9 0 － 8 5 7 0

法人代表者

連絡先

３　加算対象事業所に関する情報

下表に必要事項を入力してください。記入内容が別紙様式2-2、2-3、2-4に反映されます。

※１

※２

市区町村

1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 松山市 みきゃん事業所１ 居宅介護 100,000 30,000 70,000

2 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 宇和島市 みきゃん事業所２ 重度訪問介護 1,000,000 200,000 800,000

3

4

5

6

7

8

9

10

書類作成
担当者

愛媛県・松山市

xxx@xxx.xx.jpe-mail

エヒメ　ハナコフリガナ

松山市

愛媛県

「一月当たりの処遇改善加算等の総額［円］」には、 前年１月から12月までの１年間の「福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」に基づき、サービス別の処遇改善加算等の総額を12で除したもの（12ヶ月
に満たない場合は、一月あたりの標準的な額として見込まれるもの）を記載すること。

代表取締役

愛媛　太郎

FAX番号

職名

氏名

愛媛県

愛媛県

一月当たり（処遇改善加
算等を除いた）障害福祉

サービス等報酬総額
[円]（c)

一月当たりの障害福
祉サービス等報酬総

額（※１）[円](a)

シャカイフクシホウジンミキャン

社会福祉法人みきゃん

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

089-000-0000

089-000-0000

フリガナ

名称

〒

住所１（番地・住居番号まで）

住所２（建物名等）

電話番号

氏名 愛媛　花子

一月当たりの
処遇改善加算等の
総額（※２）[円](b)

「一月当たりの障害福祉サービス等報酬総額［円］」には、「障害福祉サービス費等支払決定額内訳書」に基づき、 前年１月から12月までの１年間のサービス別の報酬総額（処遇改善加算等を含む、各種加算減算
を含む。）を12で除したもの（12ヶ月に満たない場合は、一月あたりの標準的な額として見込まれるもの）を記載すること。

サービス名事業所名

事業所の所在地

通し番号
障害福祉サービス等

事業所番号
都道府県

指定権者名

【凡例】（本シート及び各様式）

以下の分類に従い、色付きセルに必要事項を入力してください。

各加算の算定に共通して必要な情報 入力セル

令和４年 10 月から新たに 

ベースアップ等加算を取得する

事業所等向け 

記入例①基本情報入力シート 

〇事業所ごとに赤囲みの事項を記載してください。 

〇同一の事業所番号で複数のサービスを提供してい

る場合には、サービスごとに行を分けて記載して

ください。 

〇記載内容は別紙様式２－４に自動転記されます。 

〇「一月当たりの障害福祉サービス等報酬総額[円]」には、 

「障害福祉サービス費等支払決定額内訳書」をもとに、令和３

年１月から 12 月までの１年間のサービス別の報酬総額（処遇

改善加算等を含む、各種加算減算を含む。）を 12 で割った金

額（12 ヶ月に満たない場合は、一月当たりの標準的な額とし

て見込まれる金額）を記載してください。 

〇「一月当たりの処遇改善加算等の総額[円]」には、 

「福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」をもとに、

令和３年１月から 12 月までの１年間のサービス別の処遇改善

加算等の総額を 12 で割った金額（12 ヶ月に満たない場合は、

一月当たりの標準的な額として見込まれる金額）を記載してく

ださい。 

👉基本情報入力シートの記入が完了したら、次に別紙様式２－４を記入します。 



白色セルは、基本情報入力シートから転記されるか、 

自動計算により入力されるため、赤囲みの事項のみ記入が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和４年 10 月から新たに 

ベースアップ等加算を取得する

事業所等向け 

記入例②別紙様式２－４ 

〇加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲのいずれ

かを選択してください。 

※ベースアップ等支援加算

は、処遇改善加算Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲのいずれかを算定

している事業所が算定可

能です。 

〇今回の提出において

は、この欄はすべて

「新規」を選択して

ください。 

〇ベースアップ等支援加算を

算定しようとする期間を記

入してください。 

 

〇(o-1)には、福祉・介護職員の賃金について、 

 ☆ベースアップ等加算の算定により賃金改善を行った場合の、 

令和４年 10 月～令和５年３月分の賃金総額（見込額）と、 

★処遇改善加算等や独自の制度による賃金改善額を除く令和３年１ 

月～12 月分の賃金の総額を２で割ったもの 

の差額（＝賃金改善の見込額）を事業所ごとに記入してください。 

※(p-1)には、その他職種の職員について、同様の考え方で金額を記

入してください。 

 
〇(o-2)及び(p-2)には、(o-1)及び(p-1)のうち、ベースアップ等※に

よる賃金改善の見込額を記載してください。 

※ベースアップ等･･･基本給又は決まって毎月支払われる手当 

👉別紙様式２－４の記入が完了したら、次に別紙様式２－１を記入します。 



  

令和４年 10 月から新たに 

ベースアップ等加算を取得する

事業所等向け 

記入例③別紙様式２－１ 

〇赤囲みの箇所に「〇」、青囲みの箇所に「×」を記入してください。 

〇「×」を記入することによりグレーになった欄は記入不要です。 

〇(3)には、ベースアップ等加算の算定のみにより賃

金改善を行った場合の、令和４年 10 月分から令和

５年３月分までの賃金総額（６か月分の見込額）を

記入してください。 

〇(6)には、処遇改善加算等

や独自の制度による賃金改

善額も含めた令和３年１月

から 12 月分までの賃金総

額を２で割ったものを記入

してください。 

※上記の計算方法により難い

合理的な理由がある場合、

他の適切な方法により前年

度の賃金の総額を推定して

記載することができます。 

 

〇(9)には、令和３年１月から 12 月分までの処遇改善加算額を２で割

った６ヶ月分の額を記入してください。 

〇(12)には、(9)と同様の計算方法により、６ヶ月分の特定処遇改善

加算額を記入してください。 

〇(15)には、０を記入してください。 

〇前年度に通常よりも多く賞与や一時金等を支払っていた等の理由により、前年度の賃

金の総額（基準額）が例年よりも高くなり、前年度からの賃金の増加額が加算の額を

上回らない見込みの場合、（１）②ⅱ）（オ）の「前年度の各障害福祉サービス事業者

等の独自の賃金改善額」を「前年度の賃金の総額」から控除することができます。 

※「二 各障害福祉サービス事業者等による処遇改善加算、特定加算及びベースアップ

等加算の配分を除く独自の賃金改善」に具体的な取組内容や改善額の算定根拠を必ず

記載してください。 



  

〇別紙様式２－４に記入した(o-1)(o-2)(p-1)(p-2)から自動転記されます。 

〇ベースアップ等に係る要件（賃金改善の合計額の３分の２以上が、基本給又

は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てられること）を満たしている

場合、オレンジセルが「〇」となります。 

〇オレンジセルが「×」となる場合には、賃金改善の方法を見直した上で、再

度別紙様式２－４に記入することで「〇」となるようにしてください。 

 

※ベースアップ等に係る要件は、「福祉・介護職員」「その他の職員」それぞれ

で満たす必要があります。 



 

〇ベースアップ等加算により賃金改善を行う項目を選択してください。 

〇「ベースアップ等」（基本給、決まって毎月支払われる手当）には必ず１つ以

上チェックを入れてください。 

〇ベースアップに加えて、一時金の支給や賞与の引上げを行う場合は、「その

他」（手当、賞与等）にチェックを入れてください。 

 （すべて「ベースアップ等」に充てる場合は、「その他」のチェックは不要） 

〇賃金改善の内容の根拠となる就業規則・賃金規程等のうち、「賃金改

善に関する規定内容」を記載してください。 

※ベースアップ等加算による賃金改善の合計額の３分の２以上が、ベー

スアップ等に充てられることが算定要件であるため、どのようにベー

スアップ等を行うかを具体的に記載してください。 

※ベースアップ等以外にも、一時金の支給や賞与の引上げを行う場合、

その内容も記載してください。 

〇今回の提出においては、この欄はす

べて「空欄」としてください。 



  

〇前年度に通常よりも多く賞与や一時金等を支払っていた等の理由によ

り、前年度の賃金の総額（基準額）が例年よりも高くなり、前年度か

らの賃金の増加額が加算の額を上回らない見込みで、（１）②ⅱ）

（オ）の「前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善

額」を記入する場合は、本欄に取組内容等を記載してください。 



 

〇ベースアップ等加算に係る確認項目６点を確認し、チェックを入れて

ください。 

〇各証明資料は、指定権者からの求めがあった場合、速やかに提出して

ください。 

〇ベースアップ等加算は、現行の処遇改善加算・特定処遇改善加算と同

様に、賃金改善を行う方法や、職員の処遇改善に要する費用の見込

額、就業規則等の内容について、全ての職員に周知していることが必

要です。 

押印不要 


